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障害児支援について

１ 児童福祉法の改正等について

令和４年６月に，

・ 児童発達支援センターの役割・機能の強化

・ 放課後等デイサービスの対象児童の見直し

等を内容とする児童福祉法の改正が行われました（令和６年４月１日施行）。

児童発達支援センターの役割・機能の強化については，児童発達支援センタ

ーが地域における障害児支援の中核的役割を担うことを明確化し，今後，児童

発達支援センターが，

① 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

② 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーシ

ョン機能（支援内容等の助言・援助機能）

③ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

の４つの機能を発揮することなどにより，多様な障害のある子どもとその家族

への適切な発達支援と子育て支援の提供につなげていくとともに，地域全体の

障害児支援の質の底上げを図ることとされています。

また，児童発達支援センターの類型（医療型・福祉型）の一元化を行うこと

により，障害種別にかかわらず，身近な地域で必要な発達支援を受けられるよ

うにすることとされました。

放課後等デイサービスの対象児童の見直しについては，これまで，専修学校

・各種学校へ通学している障害児は放課後等デイサービスを利用することがで

きなかったところ，それらの児童であっても，放課後等デイサービスによる発

達支援を必要とするものとして，市町村長が認める場合については，給付決定

を行うことを可能としました。

これらの改正事項の施行は，令和６年４月１日からとなります。今後，国か

らの通知事項については，随時，県ホームページに掲載するとともに，メール

でお知らせしますので御留意ください。

（※ 県からの各種お知らせが受信できるよう，メールアドレスの登録，変更時の連絡について

御協力をお願いします。）
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２ 障害児通所給付費の適切な執行について

会計検査院による令和３年度検査において，一部の児童発達支援及び放課後

等デイサービス事業所で「児童指導員等加配加算」が適切に算定されておらず，

障害児通所給付費が過大に支給されていることが指摘されました。

当該指摘については，全国的に同様の事例が発生しており，過大な支給が発

生した理由として，事業所における児童指導員等加配加算の制度の理解が十分

ではないことなどが挙げられているところです。

今後，国から当該指摘を踏まえた児童指導員等加配加算の届出様式等が新た

に示されることとなっていますので，通知があり次第，県ホームページに掲載

するとともに，メールでお知らせしますので御留意ください。

［会計検査院の指摘内容］

・ ８都県及び11市（鹿児島県・鹿児島市を含む）における438事業者の児童発達

支援事業所又は放課後等デイサービス事業所（合計537事業所）における児童指

導員等加配加算の算定状況を検査したところ，96事業者の119事業所において，

障害児通所給付費の算定に当たり，児童発達支援管理責任者が配置されていな

い期間であるにもかかわらず，児童指導員等加配加算として所定の単位数が加

算されていた。

・ 児童指導員等加配加算が算定されていた理由として以下の理由が挙げられた。

① 児童指導員等加配加算の制度の理解が十分でなかったことから，児童発達

支援管理責任者は算定基準等における児童指導員等加配加算の算定に必要な

従業者には含まれないと考えていたため，児童発達支援管理責任者を配置し

ていない期間でも児童指導員等を所定の人数に加えて配置していれば，児童

指導員等加配加算を算定できると誤解していたため。

② 加算届の様式には児童発達支援管理責任者の配置状況についての記載欄が

ないため，児童発達支援管理責任者を配置していない期間でも児童指導員等

加配加算を算定できると誤解していたため。

③ 児童指導員等加配加算の制度については理解していたものの，児童指導員

等加配加算を算定するに当たっての事業所における児童発達支援管理責任者

の配置状況の確認が十分でなかったため。
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３ 安全計画の策定及び送迎車両への安全装置の設置の義務化について

⑴ 安全計画について

こどもの安全の確保については，保育所の送迎バスに置き去りにされたこ

どもが亡くなるという大変痛ましい重大事案が繰り返し発生する中，「児童

福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準」

等の一部改正が行われ，障害児入所施設及び障害児通所支援事業所について

は，令和５年４月１日より，「安全計画」を各施設・事業所において策定す

ることが義務付けられることとなっています（令和６年３月31日まで努力義

務）。

各施設・事業所が安全計画を策定にするに当たっての留意事項等は，別途，

国から示されることとなっています。通知があり次第，県ホームページに掲

載するとともに，メールでお知らせしますので御留意ください。

⑵ 送迎車両への安全装置の設置について

児童発達支援及び放課後等デイサービスについては，障害児の送迎を目的

とした自動車を日常的に運行するときは，障害児の見落としを防止する装置

（以下，「安全装置」という。）を備えることが義務づけられることとなっ

ています（令和６年３月31日までは努力義務）。

安全装置の導入に当たっては，国土交通省において，こどもの置き去り事

故の防止に役立つ安全装置として最低限の要件を定めたガイドラインが策定

されており，当該ガイドラインに適合する安全装置のリストが，内閣府のホ

ームページにおいて公表されていますので，リスト掲載の装置を導入するよ

うお願いします。

［リストの掲載ページ］

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/anzen/list.html

また，安全装置の導入，登園管理システムやＩＣＴを活用した子どもの見

守り支援など，子どもの安心・安全対策に資する機器等の導入に必要な経費

の一部については，令和５年度に補助を行う予定としています。

補助申請の受付スケジュールについては，改めてお知らせします（補助事

業概要は別添参照）。

送迎に当たっての安全管理マニュアルは，別添参考資料を御確認ください。

さらに，国において，マニュアルの適切な運用のための「研修動画」が作

成されていますので，併せて御活用ください。

［研修動画掲載ページ］

https://www.youtube.com/watch?v=OfeDbZ1fQ9M
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